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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、百貨店・スーパー販売額が前年を上回るなど、緩やかに持

ち直している。住宅投資は、前年を上回っている。設備投資は、持ち直している。公共投資

は、前年を上回っている。観光は、外国人観光客の増加が続いているほか、新幹線開業によ

る来道客数増加も見られる。輸出は、アジア向けなどが減少した。

生産活動は横ばい基調で推移している。雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企

業倒産は、件数は減少したが、負債総額が増加した。
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１．百貨店等販売額～１２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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２．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

３月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋２．２％）は、１２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲２．５％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を下回った。スー

パー（同＋３．４％）は、衣料品、身の回り品

が前年を下回ったが、飲食料品、その他の品

目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．１％）

は、３０か月連続で前年を上回った。

３月の乗用車新車登録台数は、２３，０１５台

（前年比▲１０．５％）と２か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋０．９％）

は増加したが、小型車（同▲７．８％）、軽乗用

車（同▲２２．６％）が減少した。

平成２７年度累計では、１６８，７０８台（前年比

▲６．０％）と前年を下回った。普通車（同

＋８．３％）は前年を上回ったが、小型車（同

▲１．６％）、軽乗用車（同▲２０．５％）が前年を

下回った。

道内経済の動き
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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３．札幌ドーム来場者～２か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）
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４．住宅投資～４か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

５．建築物着工床面積～４か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

３月の札幌ドームへの来場者数は２２６千人

（前年比▲１０．２％）と２か月連続で前年を下

回った。内訳は、プロ野球が１７９千人（同

▲１１．１％）、プロサッカーが２９千人（同

＋１．３％）、その他が１８千人（同▲１６．７％）

だった。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

１９，８６１千人（前年比▲１１．１％）、プロサッ

カーが１４，６７７千人（＋１．３％）だった。

３月の新設住宅着工戸数は、２，６５０戸（前

年比＋１６．０％）と４か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲９．８％）は

減少したが、持家（同＋７．２％）、貸家（同

＋２６．８％）が増加した。

平成２７年度累計では、３４，３２９戸（前年比

＋６．５％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋２．８％）、貸家（同＋９．７％）、

分譲（同＋０．６％）が、いずれも増加した。

３月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１７０，７７９㎡（前年比＋１８５．４％）と４か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋４０５．３％）、非製造業（同＋１６０．９％）が、

いずれも前年を上回った。

平成２７年度累計では、１，７６２，３６１㎡（前年

比▲０．４％）と前年を下回った。業種別で

は、非製造業（同＋０．４％）は前年を上回っ

たが、製造業（同▲７．２％）が前年を下回っ

た。

道内経済の動き
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６．公共投資～２か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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７．来道客数～１７か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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８．外国人入国者数～３８か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

４月の公共工事請負金額は、１，５２０億円

（前年比＋１．９％）と２か月連続で前年を上

回った。

発注者別では、北海道（前年比▲９．０％）、

市町村（同▲５．９％）が前年を下回ったが、

国（同＋２．５％）が前年を上回った。

１～４月累計では、請負金額２，４８０億円

（前年比＋５．３％）と前年を上回っている。

３月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０３２千人（前年比＋５．６％）と１７か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋３．９％）、JR（同＋２６．５％）、フェ

リー（同＋１４．９％）が、いずれも前年を上

回った。

平成２７年度累計では、１２，８１７千人と前年を

４．１％上回った。

３月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９５，４６７人（前年比＋１６．６％）と３８か月連

続で増加した。平成２７年度累計では、

１，２４２，８３１人（同＋３３．６％）と前年を上回っ

た。

空港・港湾別では、新千歳空港が７９，３８２人

（前年比＋１５．５％）、旭川空港が７，６７２人（同

＋８９．６％）、函館空港が７，６５５人（同▲１４．２％）

だった。

道内経済の動き
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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９．貿易動向～輸出は５か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）
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１０．鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）
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１１．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）

３月の道内貿易額は、輸出が前年比１２．７％

減の３５２億円、輸入が同２６．４％減の８５２億円

だった。

輸出は、一般機械などが増加したが、魚介

類・同調整品や鉄鋼などが減少し、５か月連

続で前年を下回った。輸入は、原油・粗油や

石油製品などが減少し、８か月連続で前年を

下回った。

３月の鉱工業生産指数は９４．９（前月比

＋２．０％）と２か月ぶりの上昇。前年比（原

指数）では▲１．３％と９か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、一般機械工業な

ど７業種が低下したが、輸送機械工業、窯

業・土石製品工業、化学工業など９業種が上

昇した。

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９７倍（前年比＋０．０７ポイント）と７４か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比１．１％減少し、２か

月ぶりに前年を下回った。業種別では、建設

業（前年比＋１０．３％）などが増加したが、宿

泊業・飲食サービス業（同▲５．２％）、製造業

（同▲５．５％）などが減少した。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１６年６月号
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現金給与総額（前年比・右目盛） 現金給与総額 きまって支給する給与 
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１２．名目賃金指数～３か月連続で低下

名目賃金指数

（資料：厚生労働省、北海道）
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（資料：�東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛） 
総合 
生鮮食品除く総合 

食品およびエネルギー除く総合 

％ 

3
98.0

100.0

102.0

106.0

104.0

3.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

228/112111098765427/3

平成22年 
＝100.0

１４．消費者物価指数～１２か月連続で低下

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

３月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が８５．５（前年比▲１．４％）とな

り、３か月連続で前年を下回った。現金給与

総額のうち、きまって支給する給与は９９．５

（同▲０．６％）となり、１３か月連続で前年を下

回った。

４月の企業倒産は、件数が２３件（前年比

▲４．２％）、負債総額が４７億円（同＋１２．０％）

となった。前年に比べ、件数は２か月連続で

減少、負債総額は２か月ぶりに増加した。

業種別では、卸売業が６件、建設業、サー

ビス・他がそれぞれ５件などとなった。

３月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０３．０（前年比▲０．７％）と、１２か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋２．２％）

など７費目が前年を上回り、住居（同±０．０％）

は前年と変わらなかった。一方、光熱・水道

（同▲８．６％）、交通・通信（同▲４．０％）など

２費目が前年を下回った。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年６月号
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１．従業員の過不足感

雇用人員判断DI（△３９、「過剰企業の

割合」－「不足企業の割合」）は前年同

期より６ポイント低下した。平成４年

（△４０）以来２４年ぶりの水準となり、企

業の人手不足感は一段と強まっている。

２．新規採用状況

今春に「新規採用した企業」（４７％）は

前年より４ポイント上昇し、新規採用の

動きが広がっている。採用予定人数に対

する充足率は、「予定どおり」の企業

（４９％）が前年より６ポイント低下し

た。

３．今後１年間の従業員の増減見通し

雇用方針DI（＋２７、「増員する企業の

割合」－「減員する企業の割合」）は前

年同期より３ポイント上昇した。３年連

続で全業種がプラス水準となり、人員確

保の動きが続く見込みである。

特別調査

人手不足感は平成４年以来の高水準
平成２８年度道内企業の新規採用と雇用動向

要 約

＜図１＞従業員の過不足感（雇用人員判断DIの推移）

＜図２＞新規採用状況（新規採用実施企業の割合）

＜図３＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DIの推移）
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
平成２８年度の新規採用と雇用動向について

回答期間
平成２８年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

〈表１〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感 （図４）
雇用人員判断DIは、製造業（△２５）、非製造業（△４４）が、いずれも前年より低下。
ホテル・旅館業（△７５）、運輸業（△６９）、建設業（△５４）の人手不足感が特に強い。

�新規採用状況 （図５）
今春に新規採用を実施した企業は、製造業（５０％）が前年比５ポイ
ント、非製造業（４６％）が前年比４ポイントそれぞれ上昇した。

�新規採用内定者の評価 （表２）
「良い人材を採用できた」企業（４６％）は前年比９ポイント低
下。

�採用予定人数に対しての
充足率

（表３） 「予定通り」（４９％）の企業は前年比６ポイント低下した。ホテル・旅館業
（２０％）、運輸業（３７％）、小売業（３９％）などが、新規採用に苦戦している。

�今後一年間の従業員の増
減見通し

（表４） 雇用方針DIは、製造業（＋２３）が６ポイント、非製造業（＋２９）が３ポイントそ
れぞれ上昇した。建設業（＋４３）を中心として人員確保の動きが続く見通し。

�企業の新規採用決定要因（表５） 「将来の人手不足に備える」（５８％）は７業種、「年齢構成の改善
を図る」（５７％）は５業種でそれぞれ最多。

�新規採用しなかった企業
の理由

（表６）「随時、中途採用する」企業（５３％）が最多。「現従業員で十分」
（３６％）が続く。

	新規採用実施企業の中途
採用計画

（表７） 「必要があれば随時、中途採用する」企業（８０％）は前年比２ポ
イント上昇。


採用する際の重視項目 （表８）
「協調性」、「積極性」（ともに７２％）が最も多く、「責任感」
（６９％）が続く。

企業数 構成比 地 域
全 道 ４０６ １００．０％
札幌市 １５７ ３８．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８９ ２１．９
道 南 ３６ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １３．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６８ １６．７ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１２ ４０６ ５７．０％
製 造 業 ２０７ １１３ ５４．６
食 料 品 ６９ ４０ ５８．０
木 材 ・ 木 製 品 ３５ １９ ５４．３
鉄鋼・金属製品・機械 ６４ ３１ ４８．４
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２３ ５９．０
非 製 造 業 ５０５ ２９３ ５８．０
建 設 業 １３６ ８０ ５８．８
卸 売 業 １１１ ６７ ６０．４
小 売 業 ９３ ５５ ５９．１
運 輸 業 ５０ ３０ ６０．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １７ ５０．０
その他の非製造業 ８１ ４４ ５４．３

調 査 要 項
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＜図4＞従業員の過不足感（雇用人員判断DI） 
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＜図5＞新規採用状況 
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ４６
（５５）

４５
（５８）

５３
（４１）

３３
（４３）

４３
（７７）

４６
（７３）

４７
（５３）

６２
（５９）

４２
（４８）

３９
（５２）

４０
（５０）

３３
（４５）

４７
（５８）

�従来と変わらない ４３
（３８）

４７
（４０）

４０
（５９）

５６
（４３）

５０
（２３）

４６
（２７）

４１
（３８）

２９
（３１）

４２
（４５）

５０
（３９）

５０
（４２）

６７
（４５）

２９
（３２）

�良い人材を採用できず １１
（７）

８
（２）

７
（－）

１１
（１４）

７
（－）

８
（－）

１２
（９）

９
（１０）

１６
（７）

１１
（９）

１０
（８）

－
（１０）

２４
（１０）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�予定どおり ４９
（５５）

５７
（６４）

４７
（６０）

６７
（７２）

５８
（４６）

６２
（８２）

４６
（５２）

４９
（６１）

７１
（４４）

３９
（５６）

３７
（６６）

２０
（２７）

３７
（４２）

�９割台 １０
（９）

１１
（２）

２４
（６）

－
（－）

１４
（－）

－
（－）

１０
（１１）

１１
（５）

８
（１９）

１１
（１２）

１３
（－）

１０
（９）

６
（２１）

�７～８割台 １５
（１９）

１７
（２０）

２４
（２２）

１１
（１４）

７
（３１）

２３
（９）

１４
（１９）

１１
（８）

８
（２６）

２３
（２０）

－
（１７）

２０
（４６）

１９
（１６）

�５～６割台 １３
（９）

７
（１０）

－
（６）

－
（１４）

１４
（１５）

１５
（９）

１５
（９）

１３
（１６）

８
（１１）

１１
（４）

２４
（－）

２０
（－）

２５
（１１）

�３～４割台 ５
（４）

４
（４）

－
（６）

２２
（－）

－
（８）

－
（－）

６
（４）

５
（５）

５
（－）

４
（－）

１３
（１７）

２０
（９）

－
（－）

�１～２割台 ２
（２）

２
（－）

－
（－）

－
（－）

７
（－）

－
（－）

２
（２）

－
（－）

－
（－）

４
（４）

１３
（－）

－
（９）

－
（５）

�１割未満 ６
（２）

２
（－）

５
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

７
（３）

１１
（５）

－
（－）

８
（４）

－
（－）

１０
（－）

１３
（５）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

	増員する ３４ ２７ ２８ ２６ ３０ ２１ ３６ ４７ ２５ ３５ ３８ ３５ ３５


変わらない ５９ ６９ ６２ ７４ ７０ ７５ ５７ ４９ ７２ ５４ ４８ ４２ ５８

�減員する ７ ４ １０ － － ４ ７ ４ ３ １１ １４ ２３ ７

雇用方針DI（A－C） ２７ ２３ １８ ２６ ３０ １７ ２９ ４３ ２２ ２４ ２４ １２ ２８

前年同時期DI ２４ １７ ２３ ９ １７ １３ ２６ ３０ ２６ １５ ２６ １０ ３９

〈表２〉新規採用内定者の評価
（単位：％）

今春に新規採用を実施した企業（回答数１９０社）の数値、（ ）内は前年実績

〈表３〉採用予定人数に対しての充足率
（単位：％）

今春に新規採用を実施した企業（回答数１９０社）の数値、（ ）内は前年実績

〈表４〉今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DI）
（単位：％）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足に備
える

①
５８
（５５）

①
５４
（５４）
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（２６）

１９
（７）

－
（１２）

－
（９）

２７
（２５）

６
（－）


その他 －
（１）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（１）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（５）

〈表５〉企業の新規採用決定要因（複数回答）
（単位：％）

今春に新規採用を実施した企業（回答数１９０社）の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�随時、中途採用する
①
５３
（５６）

①
４５
（５３）

①
４６
（５２）

①
５０
（５０）

①
５３
（５２）

２２
（５８）

①
５６
（５７）

①
５３
（５０）

②
４９
（５６）

①
６３
（４３）

①
６１
（７４）

①
６０
（５６）

①
６０
（６５）

�現従業員で十分である
②
３６
（３８）

②
３４
（３９）

②
４１
（４３）

２０
（６０）

②
３３
（２９）

①
３３
（３３）

②
３７
（３８）

２０
（２５）

①
５１
（５１）

②
３３
（４３）

②
３９
（２２）

①
６０
（４４）

②
３６
（４５）

�募集したが、採用した
い人材がいなかった １６

（１３）
１１
（１３）

－
（１０）

１０
（－）

１３
（２４）

①
３３
（８）

１８
（１４）

３０
（２７）

１２
（７）

１５
（１１）

１１
（４）

－
（－）

２０
（１６）

�教育・訓練に時間がか
かる １５

（１５）
１１
（１１）

１４
（１０）

②
３０
（－）

－
（１９）

－
（８）

１７
（１６）

②
３３
（３１）

５
（５）

１５
（１１）

２２
（２６）

４０
（－）

４
（７）

�パート・アルバイトを
活用する １３

（１２）
１４
（１３）

１４
（２４）

②
３０
（１０）

－
（５）

２２
（８）

１２
（１２）

１０
（４）

５
（５）

②
３３
（２９）

－
（－）

４０
（５６）

８
（１６）

�採用する余裕がない ５
（１２）

１１
（１６）

９
（１０）

②
３０
（２０）

７
（１９）

－
（１７）

３
（１１）

－
（１５）

２
（１５）

７
（１８）

－
（－）

－
（－）

８
（７）

�その他 ６
（４）

９
（２）

９
（－）

－
（－）

１３
（５）

１１
（－）

５
（５）

８
（６）

５
（２）

－
（４）

１１
（１１）

－
（－）

４
（３）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�必要あれば随時、中途
採用をする

８０
（７８）

７６
（７２）

６９
（６５）

８９
（７８）

７３
（９２）

７７
（５８）

８１
（８０）

８１
（７１）

５０
（８６）

８５
（８８）

１００
（７３）

１００
（８２）

９４
（８０）

�中途採用はしない ５
（６）

９
（１０）

６
（１２）

－
（－）

２０
（－）

８
（２５）

４
（４）

３
（１０）

１２
（３）

４
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（５）

�未定 １５
（１６）

１５
（１８）

２５
（２３）

１１
（２２）

７
（８）

１５
（１７）

１５
（１６）

１６
（１９）

３８
（１１）

１１
（１２）

－
（２７）

－
（１８）

６
（１５）

〈表６〉新規採用しなかった企業の理由（複数回答）
（単位：％）

今春に新規採用を実施しなかった企業（回答数２１２社）の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績

〈表７〉新規採用実施企業の中途採用計画
（単位：％）

今春に新規採用を実施した企業（回答数１９０社）の数値、（ ）内は前年実績

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�協調性
①
７２
（８６）

①
７３
（８２）

①
８２
（８３）

①
４４
（６７）

①
８０
（９２）

③
７１
（８２）

②
７１
（８７）

６８
（８８）

②
７３
（８９）

５９
（８４）

②
７０
（７５）

①
８０
（８３）

①
８９
（９５）

�積極性
①
７２
（７８）

②
６６
（７３）

②
７１
（６７）

３３
（６７）

③
６７
（８５）

①
７９
（７３）

①
７５
（７９）

②
７６
（８１）

①
７７
（７８）

②
６７
（７２）

①
９０
（９２）

②
７０
（７５）

③
７８
（８４）

�責任感
③
６９
（６６）

②
６６
（６５）

５３
（６１）

①
４４
（８９）

①
８０
（５４）

①
７９
（６４）

②
７１
（６６）

①
８４
（７３）

５４
（４８）

③
６３
（６４）

６０
（５０）

②
７０
（６７）

②
８３
（９０）

�誠実性 ６５
（６０）

６２
（６３）

③
６５
（８３）

３３
（５６）

③
６７
（５４）

③
７１
（４６）

６６
（６０）

③
７４
（５１）

５８
（５９）

５９
（７２）

②
７０
（７５）

６０
（６７）

７２
（４７）

�コミュニケーション能
力 ６１

（６４）
５６
（４９）

③
６５
（５６）

①
４４
（３３）

③
６７
（５４）

４３
（４６）

６４
（７０）

５０
（７１）

③
６９
（６７）

①
７８
（８０）

６０
（５８）

４０
（５８）

③
７８
（７４）

�一般常識 ４２
（３８）

２４
（４３）

２９
（５６）

１１
（１１）

１３
（２３）

３６
（７３）

５０
（３６）

５０
（３７）

４６
（２６）

４４
（３６）

②
７０
（２５）

５０
（５０）

５６
（４７）

�自立性 ２９
（２６）

２９
（２２）

２４
（３９）

２２
（１１）

５３
（１５）

１４
（９）

３０
（２７）

２９
（２０）

３９
（４４）

１５
（２０）

４０
（２５）

２０
（２５）

３９
（３２）

	専門知識 １４
（１４）

７
（８）

－
（－）

１１
（２２）

１３
（－）

７
（１８）

１６
（１７）

２６
（２７）

１２
（７）

７
（１６）

－
（８）

２０
（－）

２２
（２６）


リーダーシップ １１
（６）

６
（６）

－
（１１）

－
（－）

７
（－）

１４
（９）

１３
（７）

１３
（５）

１５
（４）

１５
（８）

－
（８）

－
（－）

２２
（１６）

�地元出身者である ８
（７）

９
（１０）

６
（６）

３３
（１１）

－
（２３）

７
（－）

８
（６）

８
（１２）

１２
（４）

１５
（４）

－
（８）

－
（－）

－
（－）

�学業成績 ３
（６）

２
（６）

６
（６）

－
（１１）

－
（８）

－
（－）

４
（６）

８
（１２）

－
（－）

４
（８）

－
（－）

－
（－）

６
（５）


公的資格がある ３
（５）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

５
（７）

３
（１０）

－
（４）

４
（４）

１０
（１７）

１０
（－）

１１
（５）

�その他 ２
（３）

－
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（８）

－
（－）

２
（３）

３
（－）

－
（－）

－
（８）

１０
（－）

－
（－）

６
（１１）

〈表８〉採用する際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

今春に新規採用を実施した企業（回答数１９０社）の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績

特別調査

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年６月号
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今回の調査では、企業の人手不足感はバブル期直後の水準に迫りました。高齢化への備え

や年齢構成の改善を目的として新規採用を行う動きも広がっていますが、多くの企業から採

用活動に苦戦しているという声が聞かれました。人手不足の解消に向け、女性や外国人、高

齢者など幅広い人材を活用していくことや、賃金制度や労働条件の見直し、教育体制の充実

を通じ、企業の魅力を向上させることが重要です。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．新規採用・中途採用に関する意見

＜食料品製造業＞ 人手不足感が強い中で、

今春の新卒採用は昨年を上回る人員を確保す

ることができた。しっかりと教育・フォロー

を行い、育成に努力していく。

＜製材業＞ 平均年齢が高くなってきてお

り、来年以降も高卒、大卒を問わず新規採用

を進めていきたい。

＜金属製品製造業＞ 数年先を見据えると新

規採用や中途採用により人員を増員したい

が、業績面を考えると非常に難しい。製品の

販売先は建築現場が主体であり、今後工事が

増えるかどうか不透明でもある。

＜金属製品製造業＞ 若い人材の新規採用を

考えているが、高齢の希望者しか応募してこ

ない。定年を延長していることで社員の平均

年齢が上がってきており、将来を心配してい

る。

＜金属製品製造業＞ 新規採用については、

教育や訓練にかなりの時間を要するため、中

途採用で比較的若い人材を確保し、技術の継

承を行っている。

＜建設業＞ 土木、建築技術者の新規採用を

強化しているが、学生の減少や建設業界の人

手不足が重なり、採用に結びつけるまでに大

変苦労している。

＜建設業＞ 企業知名度などの要因から新

卒、中途採用ともに不十分な状態が続いてい

る。また、新規採用者も中途で退職してしま

う例が多く、人材の確保に苦労している。

＜建設業＞ 建設業は若者から敬遠されがち

で、求人の範囲を専門学科のある高校以外に

も広げて、なんとか人材を確保した。

＜管工事業＞ ここ数年は新規採用を控えて

きたが、社員の平均年齢が上昇していること

から、昨春に思い切って３名を採用した。し

かし、増加する人件費相当分の利益を確保す

ること簡単ではなく、緻密な経営を心掛け

る。

＜食材卸売業＞ 人手不足が続いており新規

採用を増やしたいが、なかなか良い人材が入

社してこない。昨年のような採用期間では内

定を出しても辞退が相次ぎ苦戦した。

経営のポイント

女性や外国人などの活用が重要に
〈企業の生の声〉
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２．雇用全般に関する意見

＜機械器具卸売業＞ 経営環境に先行き不透

明感がある中、総人件費の上昇は避けたい

が、長期的な展望に立つと新規採用は必須で

ある。

＜電気機械器具卸売業＞ 最近の景気動向を

考えると、業績の改善はあと２～３年かかり

そうなので、新規採用実施はそれからとなり

そう。

＜包装資材卸売業＞ 年齢のバランスを考え

ると新規採用を行いたいところだが、６５歳ま

での再雇用義務などの制約もあり、まずは安

定的な収益体制の確立が第一である。

＜鋼材卸売業＞ 年齢構成にひずみが出ない

よう計画性を持って採用活動を行っていく。

また、社員教育にも力を入れていく。

＜包装資材卸売業＞ 例年、大手企業の採用

終了後から大卒採用を始めていたが、今春は

売り手市場であり、当社が求める人材が残っ

ていなかった。中途採用の募集にも応募がな

く、当面は現有勢力で運営せざるを得ない

が、社員の負担増だけは避けたいと考えてい

る。

＜運輸業＞ 大卒採用は採用日程の変更によ

り苦戦している。辞退者も相次ぎ、採用目標

５名に対して２名しか確保できていない。２８

年度についても同様に中小企業の採用は相当

苦労すると思う。

＜運輸業＞ これまで大型車の運転手は経験

者を採用していたが、慢性的なドライバー不

足であり、未経験者の採用に踏み切った。

＜観光ホテル＞ 賃金が安いことや、勤務シ

フトが土日祝日に関係なく、勤務時間もシフ

ト次第であることなどが、応募が少ないこと

の原因と考えている。

＜建設機械器具リース＞ 当社では、事務職

以外は主に技能取得者を中途採用で賄ってい

る。新卒者を一から教育するには、時間も費

用も掛かり、即戦力として見ることができな

いのが現状。近年は自衛隊任期満了者の中途

採用や、同業他社からの転籍者等で人員を確

保している。

＜水産加工業＞ 人件費の高騰が経営に大き

な影響を及ぼす一方、販売価格の引き上げは

難しく、雇用支援策の拡大を望んでいる。

＜食料品製造業＞ 従業員の高齢化により、

業務の固定化や給与単価の上昇などの弊害が

生じている。定年間近な従業員も多いので、

賃金体系の見直し等も含め、新たな人材を活

用しつつ総体的な改善につなげたい。

＜酒類製造業＞ 量よりも質を重視し、必要

な人材をバランスよく確保する。従来の年功

的な給与制度を、職員個々の努力や能力の発

揮に対して適切に応えることのできる制度に

変革していく必要がある。

＜機械器具製造業＞ オーダーメイド製品が

多く、新卒の育成には３～５年の時間を要す

る。本人のモチベーションを保ち、中長期的

に育成していける体制を整えることが、事業

の成長においても必須と考えている。

経営のポイント

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１６年６月号
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＜印刷業＞ 営業職の退職が悩みの種であ

る。道内よりも高い給料水準である東京など

に人材が流れているのではないかと推測して

いる。工場の人材不足も厳しく、若手社員が

なかなか集まらない。

＜コンクリート製品製造業＞ 従業員の高齢

化が進んでおり、今後、定年退職者が続くの

で、早急に人材を補充して育成しなければ、

事業継続にも影響する。

＜建設業＞ 道内では、公共工事の減少や景

気先行きの不透明感から、若年層を積極的に

採用したくてもできずにいる会社も多い。若

者の側も建設業に対する不安感は強いよう

で、募集をしても希望者が少ない。安定的な

工事受注と業界全体での賃金水準改善が必要

だと感じる。

＜管工事業＞ 女性や外国人を採用していく

など、幅広く考えていかなければ当面の人材

確保ができないのか、今後検討していく。

＜建材卸売業＞ 年間休日数の確保等の労働

条件の改善により、同業他社との差別化を

図っている。若い社員の採用にこだわり、社

内の士気向上につなげたい。

＜化学製品卸売業＞ 長期間勤務している従

業員がほとんどで平均年齢が高くなってお

り、いずれは大幅な人員入れ替えが必要とな

る。一方で、経験が必要な業務には、定年の

引き上げでより長く勤務してもらいたい。少

しずつ人員を入れ替えたいが、その時期の判

断が難しい。

＜小売業＞ 地域内の同業種と比較して当社

の給与水準は少ないが、業績が停滞している

ことから賃金の大幅な引き上げは難しく、優

秀な人材を確保しづらい。

＜コンビニエンスストア＞ このまま人手不

足が続けば、コンビニエンスストアの２４時

間、毎日営業はできなくなるのではないかと

危惧している。

＜運輸業＞ 人手不足も問題であるが、一方

で、雇用を増やすことによる収益への影響も

無視することはできないので、バランスを考

えながら人員を増やしていく。

＜ソフトウェア開発業＞ 優秀な人材が不足

すると企業活動や成長の妨げになるため、採

用と教育には力を入れていきたい。昨今では

様々な条件で企業の比較を行うことが容易で

あり、少しでも金銭面を含めた待遇や、将来

への展望などを提示しなければならない。

経営のポイント

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年６月号
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― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１６年６月号

出典；clubmichelin.jp/
図１ ミシュラン北海道２０１２

１．はじめに

２０１２年４月に「ミシュランガイド北海道２０１２」が発行されて４

年が経過した。今でも、道内テレビ局の昼のワイドショー等で

は、「この店はミシュランで一つ星を取ったお店」や「ミシュラ

ンで紹介されたお店」といったアナウンサーやレポーターのレス

トラン紹介が見受けられる。

「ミシュランガイド北海道２０１２」の発行に際しては、英語版

ホームページの作成・ネットでの無料公開について、北海道の産

官観光推進機関である公益社団法人北海道観光振興機構が、発行

する日本ミシュラン社に資金面での公的支援を実施した。加え

て、ホクレン農業協同組合連合会（ホクレン）が別途、ホクレン

用として作製した冊子を事前買い取りし、北海道内の系列ガソリ

ンスタンド利用者へ配布することで、日本ミシュラン社への販売

等協力が実施された（ホクレンで配布されたものには、表紙に

「ホクレン」の名が明示され、ホクレンの２ページ広告が本文の

冒頭にある。他の本文の内容は同じである）。

このように、マスコミでも多く採りあげられ、公的支援や地域

団体から支援を受けた「ミシュランガイド北海道２０１２」である

が、掲載された飲食店やその地域での幅広い観光、農林水産業等にもたらした影響について、こ

れまで十分な検証がされてこなかった。そこで、本調査研究では、掲載店舗へのアンケート調査

を中心に、その飲食店への影響や地域産業等への影響、北海道全体の「食」のブランド化強化に

向けた今後の可能性、方策などについて検討する。なお、北海道以外におけるミシュランガイド

の発行の影響については、経済効果が推計されたものがあるものの、本格的な調査による研究は

これまでほぼなかった。

２．ミシュランガイド北海道２０１２

２．１ ミシュランガイドの歴史

ミシュランガイドは、パリ万国博覧会の開催された１９００年に、フランスでタイヤを製造してい

たエドワードとアンドレのミシュラン兄弟により、修理工場や市街地地図、ガソリンスタンド、

ホテル等を掲載した、自動車運転手がドライブを楽しむための無料配布ガイドブックとして発行

された。その後、１９２０年から有償販売になり、１９２６年にホテル、１９３１年にレストランに星を付け

寄稿［論文］

「ミシュランガイド北海道２０１２」がもたらした
地域への影響と可能性

札幌国際大学 観光学部国際観光学科
教授 河本 光弘
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寄稿［論文］

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１６年６月号

三つ星：そのために旅行する価値がある卓越した料理

（いつでも非常に美味しく、時に驚くほど見事である。最高の素材で、独創性豊かな料理

を提供している）

二つ星：遠回りしてでも訪れる価値がある素晴らしい料理

（熟練した技術と丹念な仕事がうかがえる。目を見張るような価値がある）

一つ星：そのカテゴリーで特に美味しい料理

（常に良質な料理を提供している）

ビブグルマン：３，５００円以下で、コースや単品料理など（店のスタイルによる）の食事がで

きる、コストパフォーマンスの高い、おすすめのレストランを表す。

図２ ミシュランのレストランにおける星の評価説明

る評価が開始された。２００５年には欧州から米国大陸に進出してニューヨーク版を、２００６年にはサ

ンフランシスコ版が刊行された。

アジアにおいては、東京版が２００７年１１月に発行されており、現在までに日本国内７都市・地域

版（①東京、②京都・大阪・奈良、③北海道（特別版）、④広島（特別版）、⑤福岡・佐賀（特別

版）、⑥横浜・川崎・湘南（特別版）、⑦兵庫（特別版））が発行された。２０１６年初夏には富山・

石川版（特別版）が８番目の地域版として発行が予定されている。日本以外のアジアでは香港・

マカオ版が２０１０年から、シンガポール版と韓国ソウル版も２０１６年内の発行が予定されている。

なお、ミシュランガイドは２種類あり、表紙が赤い「レッド・ミシュラン」と称されるレスト

ランやホテルを紹介するものと、表紙が緑色で「グリーン・ミシュラン」と称され観光名所など

を星で評価する旅行ガイドブックがあるが、本調査研究では「レッド・ミシュラン」を対象とす

る。

２．２ ミシュランガイドの星

ミシュランガイドでは、レストランへの星の評価がその特徴として有名である。ミシュランガ

イドや同ホームページによると、その星等の評価について、以下のとおり説明されている。なお

「ビブグルマン」は、北海道版にて日本で初めて評価付けされた。

ミシュランガイドの評価の方法としては、①自費での支払いによる匿名調査、②独立性として

掲載店は調査員、編集責任者による検討に基づき決定され、またガイド掲載は無料、③セレク

ションと選定は、全ての調査員が同じメソッドに従って調査し、各国に散らばる調査員全員で合

議を行い、そこで了承されて初めて決定されると説明されている。いわば、評価の基準は、すべ

ての国、都市において一貫性を持ち、統一されており、北海道もフランス、東京も同じ基準で評

価されているということである。

具体的なミシュランガイドの星の評価は、①素材の質、②調理技術の高さと味付けの完成度、

③独創性、④コストパフォーマンス、⑤常に安定した料理全体の一貫性という５つのポイントに
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寄稿［論文］

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年６月号

都市・地域版 最新出版年 ３つ星 ２つ星 １つ星 ビブ
グルマン 他掲載店 全掲載店 備考

北海道（特別版） ２０１２年 ４ １３ ５２ １２１ ２８８ ４７８２０１２年のみ。札幌市内１１８店。
東京 ２０１６年 １３ ５１ １５３ ３４３ ５６０２００８年より毎年出版。
大阪・京都・奈良 ２０１６年 １２ ４８ １４５ ２２０ ４２５２０１０年より毎年出版。
うち大阪 ４ ２０ ６５ １２３ ２１２
うち京都 ７ ２５ ６８ ８２ １８２
うち奈良 １ ３ １２ １５ ３１２０１２年版より追加。
兵庫（特別版） ２０１６年 ２ １０ ６５ ８１ ２５３ ４１１２０１１年より毎年出版。
横浜・川崎・湘南（特別版）２０１５年 １ ６ ２９ ７９ ２１６ ３３１２０１１～１５年毎年出版。
福岡・佐賀（特別版） ２０１４年 ２ １２ ４３ ７４ ２２９ ３６０２０１４年のみ。
うち福岡 ２ ９ ３４ ６６ １７９ ２９０ 福岡市内１４７店。
うち佐賀 ０ ３ ９ ８ ５０ ７０

広島（特別版） ２０１３年 １ ５ ２４ ４９ ２００ ２７９２０１３年のみ。広島市内１４１店。
富山・石川（特別版） ２０１６年予定 － － － － － － ２０１６年６月３日出版予定
資料：各ミシュランガイド、及びwww.clubmichelin.jp/、www.ogushi.jp/

表１ 日本における都市・地域版別ミシュランガイド星評価店舗数

ついてなされている。これは料理のカテゴリーやお店の雰囲気、サービス、快適さではなく、あ

くまで皿の上に盛られたもの、つまり料理そのもののみの評価なのだという。ミシュランガイド

に掲載される飲食店・レストランは、その時点で調査員の評価に値するお店であり、例え星がつ

いていなくても、一定の基準値を超えている飲食店・レストランであるという。

日本のレストランについて、ミシュランでは、「合計３０軒の三つ星が輝く日本は、世界最高峰

の美食を誇る国となっています」（日本ミシュランタイヤのホームページより、なお、３０軒は兵庫

版（特別版）発行以前の、特別版を含めた三つ星レストラン数）と紹介しているように、高い評

価を与えている。

２．３ 「ミシュラン北海道２０１２」について

「ミシュランガイド北海道２０１２」は、２０１２年４月に、北海道観光振興機構とホクレンの支援も

あり、特別版として首都圏・関西以外で初めて発行された。そのガイドの冒頭に記された「読者

の皆様へ」で、『ミシュランガイド北海道２０１２（特別版）は、水産資源の豊かな海に囲まれた１１６

万ヘクタールの農地を擁し、食材の宝庫であるこの地を丸ごとご紹介します』と記されているよ

うに、北海道の豊かな大地と海の食材に着目したことも発行につながったと推察される。その掲

載されている情報は、２０１０年秋から２０１２年１月にかけて取材されたという。

「ミシュランガイド北海道２０１２」には、４７８店舗のレストラン・食堂等飲食店と約２２０のホテ

ル・旅館等宿泊施設が掲載された。４７８店舗のうち「三つ星」は４店舗、「二つ星」は１３店舗、

「一つ星」は５２店舗であった。また、前述のとおり、北海道特別版にて日本で初めて評価に加

わった「ビブグルマン」（３，５００円以下で食べられるコストパフォーマンスの良い店）１２１店舗が掲

載された。

この北海道特別版で評価された「三つ星」４店舗、「二つ星」１３店舗、「一つ星」５２店舗の各店

舗数は、東京版や大阪・京都・奈良版より各星の店舗数は少ないものの、その後、特別版として

発行された４地域のミシュランの星を持つ店舗数と比較してみると、概して北海道のレストラン

は高い評価を得ているといえよう（表１参照）。
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１６年６月号

星評価 郵送数 未達数 送付数 回収数 回収率

三つ星 ４ ０ ４ ０ ０．０％

二つ星 １３ ０ １３ ６ ４６．２％

一つ星 ５２ ３ ４９ １６ ３２．７％

ビブグルマン １２１ ３ １１８ ３５ ２９．７％

星なし ２８８ １９ ２６９ ８４ ３１．２％

計 ４７８ ２５ ４５３ １４１ ３１．１％
注１：未達数とは郵送数のうち閉店・宛先不明等により郵便局から返送されたもの
注２：送付数とは対象店舗に届いたもの（＝郵送数－未達数）
注３：回収率は送付数で回収数を割ったもの（＝回収数／送付数）

表２ 星評価別のアンケート調査の郵送送付数、回収数、回収率

３．「ミシュランガイド北海道２０１２」の影響等に関するアンケート調査結果

３．１ アンケート調査の概要

「ミシュランガイド北海道２０１２」発行の効果・影響について、新聞等のマスコミやインター

ネット上などで諸々の記事が出ていたが、それらの掲載先飲食店に対する調査はこれまで実施さ

れていなかった。そこで、影響等を調査するために、発行からほぼ３年を経た２０１５年３月から６

月にかけ道内全掲載飲食店４７８店舗（うち２５店舗は閉店等宛先不明）にアンケート票を官製往復

はがきにて郵送し、１４１店舗から回答を得た。閉店等宛先不明で戻ってきた２５店（未達）を除く

と回収率は３１．１％であった（表２参照）。

ミシュランの星評価別の回収状況は、「三つ星」の飲食店が４店舗あったが、回収数は残念な

がらゼロであった。「二つ星」１３店においては、６店から回収された。「一つ星」５２店は１６店から、

「ビブグルマン（BG）」１２１店は３５店から回収された。また、星なしで掲載された２８８店のうち８４

店から回収された。
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― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１６年６月号
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注１：星３つの飲食店からは回答なし
注２：BGはビブグルマンの略

図３ ミシュランガイド掲載１年後の星評価別の来店客数の増加した店の割合

３．２ アンケート調査結果

（１）掲載後１年間の来店客数の増加の有無

アンケート調査では、「ミシュランガイド北海道２０１２」に掲載後の効果・影響について、掲載

後の１年間に掲載以前と比較して来店客数が増加したのか、変化がなかったのかを聞いた。

ミシュランガイド掲載飲食店の全体では、掲載後１年間に来店客数が増加したのは、６５．９％と

約３分の２の店舗だった（図３参照）。また、それを星の評価別にみると、「二つ星」では８３．３％

の店舗で、「一つ星」と「ビブグルマン」ではそれぞれ８０．０％の店舗で来店客数が増加した。一

方、「星なし」では５６．１％の店舗で来店客数が増加した。このように、来店客数が増加した店舗

の割合は、星の有無によって２０～３０ポイント程度の差があり、また、星の評価が高いほど増加店

舗の割合が高い傾向を示した。

なお、「変化なし」と回答した店舗の中には、掲載以前から来店客で混雑しており、席数の制

限から掲載後の来店客増加に十分対応できず、結果として来店客数自体は増加していないと回答

した店も数店あった。
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掲載後１年間の来店客数が増加したと回答した店の来店客数
増加率別内訳

平均
増加率
（再計算）１割増 ２割増 ３割増 ４割増 ５割増 ８割増 １０割増

二つ星（Ｎ＝５） ４０．０％ ２０．０％ ２０．０％ ２０．０％ ５２．０％増

一つ星（Ｎ＝１２）１６．７％ ３３．３％ ４１．７％ ８．３％ ２５．０％増

BG（Ｎ＝２８） ４２．９％ ３２．１％ ２１．４％ ３．６％ １８．６％増

星なし（Ｎ＝３７）８１．１％ １８．９％ １１．９％増

全体（Ｎ＝８２） ５３．７％ ２６．８％ １３．４％ ２．４％ １．２％ １．２％ １．２％ １８．５％増
表３ 掲載後１年間の来店客数増加率
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注：来客数に「変化なし」は、増加割合が「ゼロ」割として計算

図４ ミシュランガイド掲載店における掲載後１年間の星評価別来店客数平均増加率
＜「変化なし」を含めて推計＞

（２）掲載後１年間の来店客数の増加割合

「ミシュランガイド北海道２０１２」に掲載後来店客数が増加した飲食店９１店にその増加率を質問

したところ、８２店から回答があり、来店客数が１割増加したとした店舗は５３．７％と半数以上を占

めた。以下２割増が２６．８％、３割増が１３．４％、４割増が２．４％、５割増が１．２％、８割増が

１．２％、１０割増加（２倍）が１．２％であった。また、来店客数が増加した店舗の平均増加率を推計

すると、＋１８．５％と２割近い増加水準であった（表３参照）。

星の評価別では、「星なし」飲食店の来店客数増加率は平均で＋１１．９％程度であった。しか

し、「ビブグルマン」では平均＋１８．６％と２割近い増加となり、「一つ星」は平均＋２５．０％、「二

つ星」は平均＋５２．０％と、評価が上昇するのに伴い来店客数の増加率が高くなっていた。

掲載後１年間の来店数に「変化なし」と回答した飲食店も含め、ミシュランガイド掲載による

来店客数への影響をアンケート結果から推計すると、ミシュランガイドに掲載されると星の有無

に関係なく、その後１年間に平均１２．２％来客数が増加したと推計される。「二つ星」飲食店は平均

＋４３．３％とほぼ１．５倍に来店客が増加し、「一つ星」は平均＋２０．０％、「ビブグルマン」は平均＋

１４．９％、「星なし」でも平均＋６．７％来店客数が増加している（図４参照）。
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図５ ミシュラン掲載後の来店客数が「増加」した飲食店の割合（３年間の推移）

（３）掲載後３年間における来店客数が増加した店舗割合の推移

「ミシュランガイド北海道２０１２」に掲載された飲食店に、掲載後１年目、２年目、３年目のそ

れぞれで、来客者数が以前より増加したか否かをきいた。掲載店全体では、掲載後１年目は

６５．９％、２年目は４４．２％、３年目は３１．２％と徐々に増加したと回答する飲食店の割合が減少して

いる。また、星の評価別に３年間の推移についてみると、「二つ星」の飲食店では掲載後１年目

は８３．３％、２年目も変わらず８３．３％、３年目に少し減少し６６．７％となったものの、増加した店舗

の割合は６割以上を維持している。一方、「星なし」の飲食店は、１年目に増加した割合が

５６．１％、２年目には３５．４％、３年目も更に減少し２２．０％と、掲載以前に比べ増加しているのは約

２割程度にまで減少し、約８割は掲載以前と比べ増加の効果が見られない状況となっている。こ

のように、星の評価が高いほど、ミシュランガイドの掲載効果は長期にわたり継続する傾向があ

るといえよう（図５参照）。

ｏ．２３９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１６～０２７　寄稿（河本）  2016.05.20 19.28.59  Page 22 



寄稿［論文］

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１６年６月号

, 43.0%

,
32.6%

, 11.1%

, 13.3%

図６ ミシュランガイドでの自店への星評価の感想（Ｎ＝１３５）
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図７ ミシュランガイドの今後の発行への期待
（Ｎ＝１３８）

図８ 今後のミシュランガイド発行に対する
公的支援のあり方（Ｎ＝１２０）

（４）星評価の妥当性

ミシュランガイドの自店への星評価について質問すると、「妥当」と回答したのは４３．０％、「ほ

ぼ妥当」が３２．６％と、併せて７割以上が概ね妥当だと考えている。一方、「納得できない」は

１１．１％で１割程度と少数となっている（図６参照）。

（５）ミシュランガイド発行への期待と発行への公的支援のあり方

ミシュランガイドの今後の発行について聞くと、ミシュラン掲載店の１９．６％が「強く期待す

る」と回答しており、「期待する」の４２．０％、「少し期待する」の２６．１％を併せ、９割近くが、次

回の発行について期待の度合いに差異はあるものの期待をしていることがわかった（図７参

照）。

２０１２年のミシュランガイドの発行に際して、北海道の関係機関である北海道観光振興機構から

英訳ウェブ版の作成および一定期間の無料閲覧について、金銭面での支援があった。加えて、ホ

クレンでも系列ガソリンスタンド利用者への特典として配布された。そこで、次回の発行での公

的支援のあり方を質問した。公的支援が「必要」が３８．３％あり、「前回同様、英訳ネット版の

み」に支援が２５．８％、対して、公的支援は「不要」という回答も３５．８％であった（図８参照）。
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図９ 来店客増加以外の掲載店舗へのミシュランガイド効果（Ｎ＝１４１、複数回答）

（６）ミシュラン掲載後の来店客数の増加を除くその他の影響（地域効果その１）

「ミシュランガイド北海道２０１２」発行後、掲載された飲食店における「来客数の増加」以外で

発生した影響や変化、及びそれによる地域への効果を聞くと、まずTVやラジオ、新聞などの

「マスコミ取材増加」が２４．１％で最も多かった。次いで、「地元食材利用比率増加」と「新規商品

開発」がともに１７．０％、「店舗増改築」が１２．８％、「雇用増加」と「値上げ」が各９．９％になって

いる。また、「他業種連携」が４．３％、「新規出店」が１．４％であった。

このように、ミシュランガイド掲載店において、その飲食店が取材されることによりその立地

市町村にも地域広報効果が一定程度あると想定される。また、地元食材の利用比率が増加するこ

とにより地域の農畜産業や水産業などにも、経済効果や「ここの食材はミシュラン掲載店に使用

されている」などという宣伝効果が及んでいるかもしれない。当然、店舗への来店客増に伴う店

舗増改築や新規出店が行われることによって地域の工務店や大工、建築設計士等の売上増加に貢

献するとともに、雇用増加により地域の雇用状況改善に貢献するなど、地域経済にその効果が大

きく波及していることがアンケートからも検証できる。また、「新規商品開発」や「値上げ」に

よっても、飲食店での客単価が上昇し付加価値向上、ひいては所得増による地域への経済効果に

も影響があったと考えられる。一方、「他業種連携」においても、大手小売チェーン等との連携

が推察され、幅広い地域への効果があったと想定される。今回の調査では該当店舗がなかったも

のの、長期的には後継者確保や育成が可能になる場合も多いと考える。
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図１０ ミシュランガイドの地域へもたらした効果や影響について（Ｎ＝１３２、複数回答）

（７）ミシュランガイドが地域にもたらした効果や影響（地域効果その２）

加えて、ミシュランガイド掲載による店舗が立地している地域に関わる効果を中心に聞くと、

最も多かったのは、海外や道外客を含めた地域外からの多くの来店客誘引に基づく「観光振興」

で、掲載店舖全体の６７．４％で効果があったと回答している。また、２番目に「地域の食文化発

展」４６．２％、次に、他の地域産業にも貢献したことによると思われる、大きな意味での「地域振

興」４４．７％が続いている。

さらに、地域で調理人を新たに目指したり、調理人においても次回はミシュランで星を目指す

などの向上心を鼓舞する効果など、地域の「調理技術向上」や「調理人材育成」に効果があった

とする回答もそれぞれ２７．３％、１８．２％あった。

また、一次産業（農畜産業や漁業）への効果も、ミシュラン掲載により、地場産農水産物や畜

産品の調理での利用拡大やそのPR効果などから、１５．２％の店舗があったとしている。

なお、掲載による地域への効果はなかったとの回答は１３．６％であった。

４．ミシュランガイドがもたらした地域への影響と可能性

最後に、ミシュランガイドがもたらした地域への効果を整理してみると、掲載店への来店客数

は、「二つ星」店舗で掲載１年目平均４３．３％増、「一つ星」店舗で平均２０．０％増、「ビブグルマ

ン」店舗で平均１４．９％増、「星なし」掲載店でも平均６．７％増、それらすべての掲載店全体の平均

で１２．２％の増加であった。これら増加した来店客の多くが、地域以外の海外や道外を含めた観光

客であったといわれる。このように地域への観光客誘致の効果は大きなものがあったと考えられ

る。

加えて、店舗へのTVなどマスコミ取材の増加（２４．１％）による来店客＝地域への観光客増は

むろん、地元の食材利用比率の向上（１７．０％）や店舗増改築（１２．８％）、雇用増加（９．９％）、他
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図１１ ミシュランガイドを活かした地域効果と「食」のブランド化、今後の可能性

業種連携（４．３％）など、多くの効果が地域にもたらされたことがわかった。

また、店舗がミシュランでの評価の向上・維持に努力することにより、調理技術の向上や調理

技術への自信も生まれ、店舗同士の切磋琢磨も期待される。また、調理人を目指す人の人材育成

にも貢献し、後継者確保にもつながることも想定される。それらが地域全体で大きな動きにつな

がれば、地域の「食」のブランド化にも役立つはずである。また、関連する地域産業への経済的

な波及も含め、前出の観光産業や食品加工業、一次産業（農畜水産業）、建設業を含め幅広い産

業での効果も期待される。

北海道は今、アジアにおけるブランド化が徐々に進展しているが、ミシュラン評価をより活用

した効果的なブランド化方策により、道外や海外への移輸出の拡大や将来的にはまだ少ない海外

への店舗や工場の展開へ結びつくと考える。それらにより、「美味しい」、「安心安全」、「多彩」

など北海道の「食」のブランド化の一層の推進は可能であると考える。
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１９５９年小樽市生まれ。札幌国際大学観光学部国際観光学科長、教授。北海道大学大学院経済学研究科修士課程
修了（経営学修士）、北海道大学大学院工学研究科（都市環境工学）博士課程修了（博士（工学））。北海道観
光審議会委員。専門：観光経済、観光消費、フード・ツーリズム、ショッピング・ツーリズム。
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― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年６月号

少子化による児童生徒数の減少などにより、廃校数が増加しています。学校施設は、地域

住民にとって最も身近で、地域のシンボル的な公共施設であることから、その有効活用が求

められています。今回は、廃校を工場として有効活用し、地域活性化に繋げている日生バイ

オ株式会社の取り組みをご紹介します。

１．廃校の状況

文部科学省の調査によると、平

成１４年度から平成２５年度に発生し

た全国の廃校数は、５，８０１校に上

ります。市町村合併のピーク時で

ある平成１６年度以降は、毎年４００

～６００校が廃校となっています。

北海道においても過疎化や少子

化などに伴い、学校の統廃合が進

んでいます。都道府県別にみた過

去１２年間の廃校数は、北海道が

５９７件で最多であり、２位の東京

都とは２倍以上の差があります。

北海道の廃校がこれだけ多い理

由は、基幹産業である一次産業の

担い手不足による産業の衰退、札

幌市への一極集中などで、札幌圏

以外の人口が減少しているためと

考えられます。

地方創生×北洋銀行

生まれ変わる学校施設
廃校を工場として活用する地域活性化事業
～日生バイオ株式会社の取り組み～

株式会社北洋銀行 地域産業支援部

文部科学省「廃校施設活用状況実態調査の結果について」
（平成２６年１１月）
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北瑛小麦の丘体験交流施設 美瑛町の農業・料理・観光をテーマとした体験研修施設。校舎
を改修し宿泊体験施設やレストランを整備。レストランでは、小
麦を中心に地元食材を使った料理の提供を行っています。美瑛町 旧北瑛小学校→研修施設

アルテピアッツァ美唄 炭鉱の閉山とともに閉校した小学校を再生して、校舎の１階は
私立幼稚園、２階はギャラリーとして使用。旧体育館はアートス
ペースとしてコンサート等の会場としても活用しています。美唄市 旧栄小学校→彫刻公園

（北海道経済部産業振興局産業振興課発行「北海道での新ビジネス～廃校を活用したオフィスや工場立地のご提案～」）

２．廃校活用の状況

建物が現存する廃校数５，１００校のうち、７

割を超える３，５８７校は、地域の体育館、公民

館、体験交流施設、老人ホームなど様々な用

途に活用されています。また、廃校を民間企

業の工場やオフィスとして再生するなど、自

治体と民間事業者が連携して、地域経済の活

性化に繋がるような活用もされています。

一方で２割にあたる１，０８１校の廃校施設

は、活用の用途が決まっていません。文部科

学省が市区町村へ行ったアンケートによる

と、活用が決まらない理由として、検討がさ

れているものの、地域等からの要望がない、

活用方法が分からないといった意見があることが分かりました。

人口減少と少子高齢化の進展により今後も廃校の発生が見込まれ、廃校施設の有効活用が全国

的な課題となっています。

３．北海道における廃校の有効活用の例

（複数回答）

文部科学省「未来につなごうみんなの廃校プロジェクト」
（平成２６年５月）
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挑戦１ 北海道初の大麦若葉栽培

・当社が製造販売する「青汁」の原料は米国
産。安心・安全な北海道産の原料の使用を
検討。

・大麦若葉の産地は九州など西日本が盛ん。
冷涼な北海道では、今まで大麦若葉の大規
模商業栽培の成功例はなし。

・平成２６年に大麦若葉の試験栽培を実施。平
成２７年に北海道の土壌に適した品種の選出
に成功、安定的な栽培方法を確立。

・南幌町の農家・農業法人へ無農薬による栽
培を委託。

日生バイオ株式会社の挑戦
北海道初となる大麦若葉の大規模商業栽培と「青汁」の製造販売！！

【日生バイオ株式会社】（代表取締役 松永 政司）

平成６年９月設立の機能性食品素材メーカー。鮭白子を原料とした機能性食品素材・化粧品

等の開発・製造に特長。北海道伊達市生まれの社長の北海道への思いから平成１７年に東京か

ら恵庭市恵み野に本社を移転。平成２８年から南幌町の廃校施設を自社工場として活用。

【南幌町の概要、課題】
・南幌町は札幌市中心部まで約２５kmに位置する人口約８，０００人の緑豊かな農業の町で、米や
小麦の生産が中心。
・農家の後継者不足、農業従事者の高齢化により農家戸数は減少傾向。農産物価格の低落に
より農業産出額、農業所得も減少傾向。
・活力と魅力のある農業の構築には、農業所得の向上が不可欠。農産物の付加価値向上や販
路拡大が課題。
・平成２４年３月に廃校となった旧夕張太小学校の跡地・跡施設の有効活用も課題。

４．事例紹介

挑戦２ 道産「青汁」の製造販売

・北海道食産業の発展には「食の６次産業
化」と「高付加価値化」が重要と認識、農
産物の高付加価値化工場の建設を決意。

・平成２７年に廃校となった南幌町の旧夕張太
小学校を購入、改修工事を行い、平成２８年
４月に最新の機械設備を備えた工場が完
成、北海道産「青汁」の製造販売を開始。

・総額１億５千万円を超える投資で、うち５
千万円は総務省の地域経済循環創造事業交
付金を活用。
（注）平成２７年度交付金上限額５，０００万円

大麦若葉
エキス末
「青汁」北海道工場 外観 大麦若葉栽培の様子
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５．おわりに

近年、道内では、廃校施設が工場として生まれ変わるケースが増えています。民間企業側には

初期投資の抑制、市区町村側には維持費の削減など双方にメリットがあります。

廃校施設は地域の貴重な財産であり、地域住民の共有財産でもあります。その活用にあたって

は、地域住民の理解と協力が不可欠です。廃校施設を工場として活用することは、地域の産業振

興や雇用の創出など地域経済の活性化に貢献することにより、地域住民の協力が得られやすい利

点があります。日生バイオ株式会社と南幌町の取り組みは、産学官金連携による、補助金と廃校

施設を有効活用した地域経済活性化事業のモデルケースといえます。

事業モデル図 （日生バイオ株式会社HPより）

大麦若葉の
栽培委託

収穫後 
すみやかに搬入

栽培支援
ＪＡなんぽろ

大麦若葉エキス末「青汁」の製造・販売

（旧南幌町立夕張太小学校を購入・改修）

相互協力 

地域経済循環 
創造事業交付金

総務省

六次産業化支援

新事業創生
雇用促進

北洋銀行

融資支援 
補助金申請サポート 
事業計画進捗管理 
販路サポート

南幌町の農家・農業法人
大麦若葉栽培

南幌町

平成 28 年 4 月操業開始。平成 32 年度には、売上高 91 百万円、従業員約 10 名の雇用を見込む

地域活性化への貢献
農業振興 ⇒ 大麦若葉の産地形成と町内農家・農業法人へ栽培委託

６次産業化による農産物の付加価値向上と町内農家・農業法人の所得向上
新たな地場産品の開発とブランディング化

産業振興 ⇒ 企業誘致（工場建設）、新事業創生による雇用の創出

廃校を活用するメリット

初期投資を抑制できる

地域住民からの協力が得られやすい

立地条件および建物の構造がよい

廃校舎の雰囲気がイメージとしてよい

ＣＳＲ活動につながる

地域経済循環創造事業交付金（総務省）
産官学金連携による地域活性化事業（地域の資源と資金を
活用し、事業を起こし雇用を生み出す事業）が対象
地域金融機関から融資を受けて事業化に取組む民間企業に
対し、総務省が初期投資費用を交付
平成２８年度事業概要
・地域金融機関融資比率：交付金＝１：１以上の要件新設
・交付金上限額 原則２，５００万円
但し、融資比率が２倍以上の場合は上限４，０００万円
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経済コラム 北斗星

北海道が目指す「次の時代」

今月号から北洋銀行の「調査レポート」のコラム欄を担当することとなった。執筆に当

たって匿名にすべきか否か迷ったが、多くの方々が、「実名にした方が良い」との反応で

あったので、その意見に従うこととした。北洋銀行会長という肩書での執筆ではあるが、本

欄の執筆の文責は、全て私個人の責めに帰すものであって、文中に意見や主張に亘る部分が

あったとしても、それは全て私個人の見解であり、北洋銀行の公式見解とは一切関係がない

ことを、予めご了解いただきたい。この点をご理解いただいた上で、読者の皆様から是非、

ご意見やご批判を賜れれば有難い。

さて、去る４月８日の記者会見で、高橋知事は「その先の、道へ。北海道」という北海道

の新しいキャッチフレーズを発表した。当面は、従来の「試される大地」というキャッチフ

レーズとの併用を認めるという。新フレーズの「その先の、道」は、恐らくそれぞれの置か

れている立場や状況によって、具体的にどのような道かよく考えて選択していくことが求め

られているものと思う。道は決して一本道ではない。しかし、いろいろな「その先の、道」

が目指しているところは「北海道」の将来像という目標であり、より良い「北海道」という

共通の目的地につながっていることが期待されていることは間違いない。

実は、このような目標について記述した戦略・計画の類は多数存在する。国が策定した

「日本丸」の目的地を見ると、「日本再興戦略・改訂２０１５（未来への投資・生産性革命）」、

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「北海道ブロックにおける社会資本整備計画」などが

ある。北海道関係の「北海道丸」の目的地については、高橋知事の政権構想「新・北海道ビ

ジョン（世界に発信、輝く北海道）」、「北海道人口ビジョン・北海道創生総合戦略」、「新し

い総合戦略（新１０年計画）」などが挙げられる。問題は、これらの目標が果たしてどの程

度、国民・道民に理解され、共有されているか、という点である。事実、これらを丹念に精

読している人は一体何人いるのであろうか。北海道や各人が所属する市町村の「地方版総合

戦略」ですら、それを通読した人は非常に少ないのではないかと思われる。

金融自由化が進展した昭和５０年代後半に、「海図なき航海」という言葉が流行した。現在

「北海道丸」が乗り出そうとしている航海もまた「海図」が定かとは言い難い。北海道は、

今、多くの課題、難題に直面している。人口減少という未経験の構造変化、TPPはじめ一段

と進展するグローバル化、原子力発電の再開・代替エネルギーの開発などエネルギー問題、

交通ネットワークの拡充などなど。私たちは、ここで、北海道が目指すべき次の時代、すな

わち「その先の道」がどのようなものであるかという点について、目的地とそこにたどり着

くために必要な「海図」をもう一度しっかり点検すべきではなかろうか。

冒険的に大航海に乗り出して、気が付いてみたら「この道は、いつか来た道」というよう

なことに決してしてはならないのである。

（北洋銀行会長 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．４ △０．５ ９６．０ △５．４ ９７．５ △１．２ １０３．９ ４．９ １０４．９ ６．１
２７年度 p９４．７ △２．６ ９７．４ △１．０ p９５．４ △０．６ ９６．３ △１．２ p１００．７ △３．１ １０６．７ １．７

２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．３ １．１ ９７．４ ２．１ ９８．２ ０．７ １０７．５ ３．３ r１１３．３ ０．９
４～６月 ９５．０ △２．５ ９８．０ △１．３ ９７．１ △０．３ ９６．９ △１．３ １０２．４ △４．７ １１３．９ ０．５
７～９月 ９５．０ ０．０ ９７．０ △１．０ ９５．１ △２．１ ９６．２ △０．７ １０１．３ △１．１ r１１３．３ △０．５
１０～１２月 ９３．２ △１．９ ９７．１ ０．１ ９４．０ △１．２ ９６．６ ０．４ １００．３ △１．０ １１２．７ △０．５

２８年１～３月 p９３．９ ０．８ ９６．０ △１．１ p９３．４ △０．６ ９４．６ △２．１ p１０４．１ ３．８ １１５．３ ２．３
２７年 ３月 ９８．１ １．０ ９８．２ △０．５ ９７．５ ０．５ ９６．７ △０．６ １０７．５ １．４ r１１３．３ ０．１

４月 ９７．３ △０．８ ９８．９ ０．７ ９７．６ ０．１ ９７．６ ０．９ １０５．８ △１．６ １１３．３ ０．０
５月 ９１．７ △５．８ ９６．７ △２．２ ９４．２ △３．５ ９６．２ △１．４ １０２．４ △３．２ r１１３．０ △０．３
６月 ９６．０ ４．７ ９８．３ １．７ ９９．４ ５．５ ９６．８ ０．６ １０２．４ ０．０ １１３．９ ０．８
７月 ９５．７ △０．３ ９７．４ △０．９ ９６．９ △２．５ ９６．２ △０．６ １０３．１ ０．７ １１３．２ △０．６
８月 ９６．０ ０．３ ９６．７ △０．７ ９４．６ △２．４ ９６．４ ０．２ １０３．２ ０．１ １１３．４ ０．２
９月 ９３．４ △２．７ ９７．０ ０．３ ９３．９ △０．７ ９６．１ △０．３ １０１．３ △１．８ r１１３．３ △０．１
１０月 ９３．０ △０．４ ９８．２ １．２ ９３．１ △０．９ ９８．６ ２．６ １００．８ △０．５ １１１．９ △１．２
１１月 ９３．１ ０．１ ９７．１ △１．１ ９４．８ １．８ ９６．２ △２．４ ９９．８ △１．０ r１１２．３ ０．４
１２月 ９３．５ ０．４ ９５．９ △１．２ ９４．０ △０．８ ９４．９ △１．４ １００．３ ０．５ １１２．７ ０．４

２８年 １月 ９３．７ ０．２ ９８．３ ２．５ ９３．１ △１．０ ９６．８ ２．０ １０３．２ ２．９ r１１２．４ △０．３
２月 r ９３．０ △０．７ ９３．２ △５．２ r ９１．１ △２．１ ９２．８ △４．１ r１０３．９ ０．７ r１１２．２ △０．２
３月 p９４．９ ２．０ ９６．６ ３．６ p９６．１ ５．５ ９４．１ １．４ p１０４．１ ０．２ １１５．３ ２．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３

２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５４△３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４６ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０７ △２．３
４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２３ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８９ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ ３１，６５１ ３．５
２７年 ３月 ８３，４３０△１１．９ １７，１５１△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８

４月 ７８，５０２ ７．７ １６，０８１ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 ８１，６６０ ５．６ １６，９２９ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 ７８，５４４ ０．３ １６，４１３ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ １１，０２０ １．０
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９０△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ １０，６３３ １．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１６年６月号

ｏ．２３９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2016.05.17 13.51.52  Page 33 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，６７０ ９．０ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５８ ２．０

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．８ ５２，４２７ ２．１ １２，５２０ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ ７，１４９ △１１．６
４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，６９３ ５．１ １３，３８１ １２．４ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０４４ ９．４ １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ １３，５８２ ８．５ ２５，３３１ １．８ ７，２９５ ２．０
２７年 ３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．２ １６，２８５ △６．９ ４，４００ △１２．３ ９，５９７ △２０．３ ２，６０５ △２３．４

４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．４ １７，０６１ △８．５ ４，２２２ １３．４ １１，６８２ ８．７ ２，８５５ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７４２ １７．０ ４，６１９ １５．１ １３，８０８ ６．２ ３，１９３ ７．８
６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ １８，８９０ ９．２ ４，５４０ ８．８ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，５８３ ８．０ ４，７０９ ７．６ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３６１ １１．０ ４，６７５ ９．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．７
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，１００ ９．３ ４，３４２ ６．５ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１６１ １１．１ ４，５５１ ９．７ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ １９，１９８ １０．８ ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ ２０，１２８ １０．０ ５，０００ ５．７ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ ４，４３６ １０．８ ７，２２７ ３．７ ２，２３４ ２．３
３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ ４，６９８ ６．８ ９，４６８ △１．３ ２，６３０ ０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８１７ ４．１ １，２４３ ３３．６

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３５１ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ r ２，７２０ ２．７ ２８８ ４６．５
４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２３１ ６．５ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
２７年 ３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５８ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．１ ８２ ６４．２

４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９６ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４８ ６．５ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８７ ４．７ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ p ９５ １６．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０１６年６月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，２７８ △１．６ １０１，８３８ ４．１

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
２７年 ３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６

４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
２７年 ３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９

４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４
２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年６月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．４
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９８ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
２７年 ３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ３．８ ３．５

４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ ↑ ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 １０３．９ △０．５ １０３．２ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．０ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２８年１～３月 １０２．９ △０．５ １０２．６ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
２７年 ３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７

４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １０４．４ △０．６ １０３．５ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １０４．４ △０．５ １０３．４ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 １０４．０ △０．７ １０３．３ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 １０３．０ △０．７ １０２．６ ０．０ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 １０２．８ △０．３ １０２．５ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 １０３．０ △０．７ １０２．７ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き

●平成２８年度道内企業の新規採用と雇用動向

●「ミシュランガイド北海道２０１２」がもたらした
地域への影響と可能性

●生まれ変わる学校施設
廃校を工場として活用する地域活性化事業

●経済コラム 北斗星
北海道が目指す「次の時代」
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